
（案） 

別添４ 

 

公用車賃貸借契約書 

 

１ 件 名 林業機械化センター公用車（トラックタイプ）賃貸借 

２ 対 象 車 両 トラックタイプ １台（規格等は別添仕様書のとおり） 

３ 履 行 場 所 
森林技術総合研修所 林業機械化センター 

（群馬県沼田市利根町根利1445番地） 

４ 契 約 金 額 金○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税額○○，○○○円） 

５ 契 約 期 間 令和８年３月１日から令和12年３月31日まで 

６ 契約保証金 免除 

 

上記の業務について、分任支出負担行為担当官 森林技術総合研修所長 ○○ ○○（以

下「甲」という。）と○○○○○○（以下「乙」という。）は、各々対等な立場における合意

に基づき、次の条項により公正な契約を締結し、信義に従って誠実に履行するものとする。 

本契約成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 

 

 

令和７年○月○日 

 

甲 東京都八王子市廿里町1833-94 

分任支出負担行為担当官 

森林技術総合研修所長 ○○ ○○ 

 

 

 

乙 ○○○○○○○ 

○○○○○ 

○○ ○○ 

 

  



 

契 約 条 項 

 

（総則） 

第１条 甲及び乙は、頭書の林業機械化センター公用車賃貸借に関し、本契約書及び別添仕様

書の定めに従い、日本国の法令を遵守し、本契約を履行しなければならない。 

 

（目的） 

第２条 本契約は、林業機械化センターにおける研修等業務に頭書の対象車両（以下「対象車

両」という。）を使用することにより業務効率の向上を図ることを目的とする。 

 

（契約金額） 

第３条 本契約に係る契約代金は頭額の契約金額のとおりとする。 

２ 本契約は国庫債務負担行為に係る契約として、各会計年度における代金の支払限度額は、

次のとおりとする。 

 一 令 和 ７ 年 度 金○○○，○○○円 

 二 令 和 ８ 年 度 金○○○，○○○円 

 三 令 和 ９ 年 度 金○○○，○○○円 

 四 令和 10 年度 金○○○，○○○円 

 五 令和 11 年度 金○○○，○○○円 

３ 前項の請負代金の金額には、本契約を履行するための一切の費用が含まれるものとする。 

４ 甲は、予算上の都合その他必要があるときは、第２項の支払限度額を変更することができ

るものとする。 

 

（対象車両の引渡） 

第４条 乙は、仕様書に定める納入期限までに、履行場所において対象車両を甲に引き渡すも

のとする。 

２ 甲又は甲の指名する検査職員は、引渡時に対象車両の検査を行い、合格又は不合格の判定

を乙に通知するものとする。 

３ 乙は、前項の検査において不合格の通知を受けた場合には、甲の指定する期日までに乙の

負担により対象車両を取替え、再検査を受けなければならない。なお、検査に合格するまで

の間について、甲の求めに応じ代替車両を用意するものとする。 

４ 乙は、前２項の検査において合格の通知を受けた場合には、対象車両（搭載機器含む）の

取り扱いに関し、適切な指導を行わなければならない。 

 

（対象車両の改造） 

第５条 甲は、自己の都合により対象車両を改造しようとする場合は、乙に対し、あらかじめ

書面をもって承諾を得るものとし、当該改造に要する費用は甲の負担とする。 

 

（対象車両の撤去等） 

第６条 乙は、本契約終了後、速やかに履行場所において甲又は甲の指定する職員の立会い

の下検査を行い、対象車両を撤去、搬出するものとする。 



２ 乙は、前項の検査において対象車両に滅失又はき損があった場合には、ただちに書面を

もって甲に申し出るものとし、当該滅失又はき損が甲の故意又は過失による場合は、甲の

負担により修理・調整等を行うものとする。 

 

（料金の請求） 

第７条 契約代金の支払いは毎月払いとし、各月の支払限度額は別表のとおりとする。 

 なお、納入期限の翌日以降の引き渡しとなった場合は、引き渡しの前日までの日数分は請

求金額から差し引くものとする。 

２ 乙は、契約代金の請求をする時は、甲に請求書により請求するものとする。 

３ 甲は、前項の適法な請求書を受理した日から起算して30日以内（以下「約定期間」とい

う。）に前項の代金を乙に支払わなければならない。 

 

（遅延利息）  

第８条 甲は、その責に帰すべき事由により、約定期間内に前条第１項の契約代金を支払わ

ないときは、約定期間満了の日の翌日から支払いの日までの日数に応じ、当該未払発生時

における政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率（昭和24年大蔵省告示第991号）を乗

じて計算した額を遅延利息として乙に支払わなければならない。 

２ 前項の規定により計算した額が100円未満であるときは、遅延利息を支払うことを要せ

ず、その額に100円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

３ 前２項の場合において、遅延の原因が天災事変等やむを得ない事由によるときは、当該

事由の継続する期間は、これを約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算し

ないものとする。 

 

（委任又は再委託の禁止）  

第９条 乙は、業務の実施に当たり、その全部を一括して、第三者に委任し、又は請け負わ

せてはならない。 

２ 乙は、やむを得ない事情により、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようと

するとき（以下「再委託」という。）は、あらかじめ再委託先の住所、名称、再委託を行

う業務の範囲、再委託の合理性及び必要性、再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その

他の業務管理の方法等を明らかにした上で、甲の承認を得なければならない。 

３ 乙は、再委託をしようとするときは、乙が本契約を順守するために必要な事項について

本契約書を準用して、再委託先と約定しなければならない。 

４ 乙は、再委託をしたときは、再委託先の行為について、甲に対し全ての責任を負うもの

とする。 

５ 乙は、再委託をしたときは、再委託先から必要な報告を徴収しなければならない。 

 

（権利又は義務譲渡の禁止） 

第10条 乙は、本契約により生ずる権利又は義務を書面による甲の承諾を得ずに第三者に譲

渡し、又は継承させてはならない。ただし、信用保証協会法（昭和28年法律第196号）に

基づき設立された信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平成10年法律第105号）第

２条第３項に規定する特定目的会社、信託業法（平成16年法律第154号）第２条第２項に

規定する信託会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和25年政令第350号）第１条の３に

規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては、この限りではない。 



２ 乙が本契約により行うこととされていたすべての給付を完了する前に、乙が前項ただし

書きに基づいて債権の譲渡を行い、乙が甲に対して民法（明治29年法律第89号）第467

条又は動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成10年法律

第104号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定する通知又は承諾の依

頼を行う場合には、甲は次の各号に掲げる事項を主張する権利を保留し又は次の各号に掲

げる異議を留めるものとする。また、乙から債権を譲り受けた者（以下「譲受人」とい

う。）が甲に対し、債権譲渡特例法第４条第２項に規定する通知若しくは民法第467条又

は債権譲渡特例法第４条第２項に規定する承諾の依頼を行う場合についても同様とする。 

一 甲は、乙に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し、又は譲渡

対象債権金額を軽減する権利を保留すること 

二 譲受人は、譲渡対象債権について、前項ただし書きに規定する者以外の者への譲渡又

はこれへの質権の設定その他債権の帰属及び行使を害すべきことを行わないこと 

三 甲は、乙による債権譲渡後も、乙との協議のみにより、納地の変更、契約金額の変更

その他契約内容の変更を行うことがあり、この場合、譲受人は異議を申し立てないもの

とし、当該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応について

は、専ら乙と譲受人の間の協議により決定されなければならないこと 

３ 第１項ただし書に基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が行う

弁済の効力は、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第42条の２の規定に基づ

き、甲が同令第１条第３号に規定するセンター支出官に対して支出の決定の通知を行った

ときに生ずるものとする。 

 

（秘密の保持） 

第11条 乙は、本契約の履行に際し知り得た秘密を第三者に漏らし、又は他の目的に利用し

てはならない。なお、本契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 

 

（損害賠償） 

第12条 乙は、業務の実施にあたり、乙の責に帰すべき事由により、甲若しくは第三者に損

害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 甲は、甲の責に帰すべき事由により、乙若しくは対象車両に損害を与えたときは、その

損害を賠償しなければならない。 

３ 前２項の損害賠償額については甲と乙とが協議の上定めるものとする。 

 

（契約の解除） 

第13条 甲は、次の各号の一に該当する場合は、本契約の全部又は一部を解除することがで

きるものとする。 

一 天災その他、乙の責に帰することができない理由により、乙が解除を申し出て、甲が

承認した場合 

二 乙が、本契約に違反し、又は違反するおそれがあると認めたとき若しくは正当な理由

なく本契約上の義務を履行する見込みがないと認められるとき 

三 本契約の履行について、乙若しくはその代理人又は使用人等に不正の行為があったと

き 

四 乙が破産の宣告を受けたとき又はそのおそれがあると認められる場合 

五 乙が解約を申し出たとき 



２ 甲は、前項第２号から第５号に掲げる理由により、本契約の全部又は一部を解除すると

きは、乙に対し違約金として契約金額から履行部分に相当する金額を控除した額の100分

の10に相当する額を請求することができる。 

３ 甲は、乙が前項の規定による金額を甲の指定する期日までに支払わないときは、その支

払期限の翌日から起算して支払いのあった日までの日数に応じて、年100分の５の割合で

計算した金額を延滞金として納付させることができる。 

４ 甲は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をすることができる。 

 

（暴力団排除に係る属性要件に基づく契約解除）  

第 14条 甲は、乙が次の各号の一に該当する場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除す

ることができるものとする。  

一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき 

二 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき 

三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認めら

れるとき 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ているとき 

五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき 

 

（暴力団排除に係る行為要件に基づく契約解除） 

第15条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、

何らの催告を要せず、本契約を解除することができるものとする。 

一 暴力的な要求行為 

二 法的な責任を超えた不当な要求行為  

三 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

四 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為 

五 その他前各号に準ずる行為 

 

（表明確約） 

第16条 乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても

該当しないことを確約するものとする。 

２ 乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）を再委託先としない

ことを確約するものとする。 

 

 



（再委託契約等に関する契約解除） 

第17条 乙は、契約後に再委託先が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当該再

委託先との契約を解除しなければならない。 

２ 甲は、乙が再委託先が解除対象者であることを知りながら契約したとき、又は正当な理由

がないのに前項の規定に反して当該再委託先との契約を解除しないときは、本契約を解除す

ることができる。 

 

（暴力団排除に係る契約解除に基づく損害賠償） 

第18条 甲は、第14条、第15条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、こ

れにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。  

２ 乙は、甲が第14条、第15条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合におい

て、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第19条 乙は、自らが、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢

力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合

は、これを拒否し、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び

捜査上必要な協力を行なうものとする。 

 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第20条 甲は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部を解

除することができる。  

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、

その役員又は使用人。以下同じ。）に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第８条

の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による

排除措置命令を行ったとき 

二 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同法第

８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を

行ったとき、又は同法第７条の４第７項若しくは第７条の７第３項の規定による課徴金

の納付を命じない旨の通知を行ったとき 

三 乙又は乙の代理人が、刑法（明治40年法律第45号）第96条の６若しくは第198条又

は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定による刑の容疑により

公訴を提起されたとき  

２ 乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が前項各号に該当した場合には、速やかに、

当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第21条 乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一部

を解除するか否かにかかわらず、違約金として、契約金額（契約締結後に契約金額の変更

があった場合には、変更後の契約金額）の100分の10に相当する額を甲が指定する期日ま

でに支払わなければならない。 



一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８条２

（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除

措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき 

二 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同法第

８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を

行い、当該納付命令が確定したとき 

三 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の４第７項又は同法

第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき 

四 乙又は乙の代理人が、刑法第96条の６若しくは同法第198条又は独占禁止法第89条

第１項若しくは同法第95条第１項第１号の規定による刑が確定したとき 

２ 乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当するときは、前項

の契約金額の100分の10に相当する額のほか、契約金額の100分の５に相当する額を違約

金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同法第

８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）及び同法第７条の３の規定による

納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき 

二 当該刑の確定において、乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき 

三 乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出してい

るとき 

３ 乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合に

おいて、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（責任の所在） 

第22条 製造者の如何に関わらず、対象車両の正常な稼働について乙が最終的な責任を負う

ものとする。 

 

（相殺）  

第 23条 甲は、乙に対して金銭債権を有するときは、乙が甲に対して有する契約代金請求権

その他の債権と相殺することができるものとする。 

２ 前項の場合において、相殺して、なお不足があるときは、乙は、甲の指定する期間内に

当該不足額を支払わなければならない。 

 

（疑義の解決） 

第24条 本契約に定めのない事項又は本契約の履行について疑義が生じたときは、甲、乙協

議して決定するものとする。 

 

（契約の変更） 

第 25 条 甲又は乙が、契約締結後に契約内容を変更するときは、甲乙協議し、書面により変

更契約を締結しなければならない。 

 

 

 



（甲の責による契約解除） 

第26 条 乙は、甲が本契約に規定されている料金の支払い、現状の変更又は契約の変更に違

反した場合、契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 乙は、解約の月において、公用車の賃貸借期間が１ヶ月に満たない場合は、期間に応じ

日割計算し、それに応じた料金を請求することができる。 

 

（契約不適合責任） 

第 27 条 甲は、第４条の規定により引渡しを受けた後に、物件が契約の内容に適合しないこ

と（以下「契約不適合」という。）を発見したときは、乙に対して直ちに期限を指定して当

該契約不適合を修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完をさせることが

できるものとする。 

２ 前項の履行の追完に必要な一切の費用は、乙の負担とする。 

 

（その他） 

第28条 乙は、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

（令和４年９月13日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・

連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めるものとする。 

２ 乙は、本契約の履行にあたり、関連する環境関係法令を遵守するとともに、新たな環境負

荷を与えることにならないよう、生物多様性や環境負荷低減に配慮した事業実施及び物品調

達、機械の適切な整備及び管理並びに使用時における作業安全、事務所や車両・機械などの

電気や燃料の不必要な消費を行わない取組の実施、プラスチック等の廃棄物の低減、資源の

再利用に努めるものとする。 

 

 

 

 

 



別添２  
別紙 

 

林業機械化センター公用車（トラックタイプ）の賃貸借 仕様書 

 

 本件は、林業機械化センターにおいて使用する車両を賃貸借するものである。 

 

１ 入札番号：第２号 

 

２ 車両の仕様及び台数 

（１）仕様 

① 初度登録から６年以内及び走行距離が５万キロ未満のトラックタイプとする。 

② 道路運送車両法に基づく自動車の保安基準を満たしていること。 

③ 乗員空間 ：ダブルキャブタイプ（２列シート） 

④ 乗車定員 ：６人以上（運転手含む。） 

⑤ 運転席  ：右ハンドル 

⑥ ドア枚数 ：４枚（フロント及びリアに各２枚） 

⑦ 使用燃料 ：軽 油 

⑧ 変速装置 ：マニュアル式またはオートマチック式 

⑨ 駆動方式 ：４輪駆動 

⑩ 車両総重量 ：６.０ｔ未満 

⑪ 最大積載量 ：１.０ｔ以上２.０ｔ以下 

⑫ 全  長  ：5,300mm 未満 

⑬ 全  幅  ：2,000mm 未満 

⑭ 全  高  ：2,300mm 未満 

⑮ 最低地上高 ：165mm 以上 

⑯ ボディ色 ：不 問 

 

（２）台数 

    １台 

 

３ 賃貸借期間 

  令和８年３月１日から令和 12 年３月 31 日まで（49 ヶ月） 

 

４ 履行場所 

  森林技術総合研修所 林業機械化センター（群馬県沼田市利根町根利 1445） 

 

５ 納入期限 

  令和８年３月１日 

  ※ 納入までに各種登録及び保険加入手続き等を完了していること。 

  ※ 期限までに納入できない場合は、担当職員と協議の上、本仕様書の要件と 

     同等程度と認められる代車による対応を可能とする。 



 

６ 車両の装備品等 

  以下のとおりとし、純正品を基本とすること。 

①  パワーステアリング 

②  パワーウインドウ（フロント運転席側及び助手席側） 

③  シートベルト（全席で装着可能なこと。） 

④  運転席及び助手席ＳＲＳエアバック 

⑤  アンチロックブレーキシステム（ＡＢＳ） 

⑥  電磁式ドアロック（集中ドアロック） 

⑦  エアコン（前部） 

⑧  フロアマット（ゴム製、全席分） 

⑨  ドアバイザー（フロント及びリア） 

⑩  マッドフラップ（前輪及び後輪分） 

⑪  作業灯（１灯、キャブ後方上部で荷台を照らせるもの。） 

⑫  荷台表面保護材（ゴム製） 

⑬  ゲートプロテクター（ゴム製） 

⑭  シートカバー（ポリエステル製、全席分） 

⑮  スペアキー（１個） 

⑯  スタッドレスタイヤ一式（納入時に全輪装着のこと。） 

⑰  スペアタイヤ（１本） 

⑱  車載工具 

⑲  三角表示板 

⑳  発煙筒 

㉑  ＡＭ・ＦＭラジオ 

㉒  ＥＴＣ２.０ユニット（音声ガイド式でセットアップを含む。） 

 

７ 年間走行予定距離 

  約２,０００km 

 

８ 自動車保険 

（１）自動車損害賠償責任保険に加入すること。 

（２）任意保険への加入は不要。 

 

９ 点検整備 

（１）法定点検を行うこと。 

（２）点検により代車が必要となった場合、受注者は発注者の求めに応じ、履行（納入）

場所に同等の代車を用意するものとする。それにより難い場合は、担当 職員と別途協

議すること。 

 

10 車載型無線機の取り付け 

林業機械化センターが所有する車載型デジタル簡易無線電話装置を装着すること。 

 



 

11 発注者の費用負担 

発注者の費用負担は、賃貸借料、燃料代及び事故修理費用とする。 

 

12 受注者の費用負担 

受注者の費用負担は賃貸借期間内に発生する以下のものとし、契約金額に含めるもの

とする。 

①  車両代（諸税を含む。） 

②  納車・撤去費用（登録諸費用、諸税及び検査に要する費用を含む）  

③  自動車税 

④  自動車重量税 

⑤  自動車損害賠償責任保険料 

⑥  車検整備費用 

⑦  法定点検整備費用 

⑧  消耗品（オイル類・バッテリー・ウオッシャー液・ワイパーブレード）交換費用 

⑨  代車費用 

⑩  自動車リサイクル料金  

 

13 その他 

（１）受注者は、納入予定車両の運輸支局等への登録が済み次第、当該登録情報等（車

名、車台番号、登録番号）を、発注者に対し書面で通知するものとする。 

（２）納入期限月の翌月から支払いを開始するものとする。 

（３）賃貸借する車両は、舗装道路のほか林道等（悪路）を走行する。 

（４）納車後１年間を保証期間とする。ただし、メーカー等において保証期間が定めてあ

る場合にあっては、いずれか長い方を保証期間とする。 

（５）保証期間中、初期不良が発覚した場合や通常の使用状態にかかわらず故障した場合

等にあっては、速やかに状態を確認の上、受注者の負担により修理及び発注者の求め

に応じ代車の手配等を行うものとする。 

（６）本仕様書に疑義が生じたとき又は本仕様書により難い事由が生じたとき、あるいは

本仕様書に記載のない細部事項については、担当職員と速やかに協議し、その指示に

従うこと。 
 





別表

台数：１

令和７年度 月額（税込み） 令和８年度 月額（税込み） 令和９年度 月額（税込み）
３月 ４月 ４月
計 ５月 ５月

６月 ６月
７月 ７月
８月 ８月
９月 ９月
10月 10月
11月 11月
12月 12月
１月 １月
２月 ２月
３月 ３月
計 計

令和10年度 月額（税込み） 令和11年度 月額（税込み） 年額（税込み）
４月 ４月 令和７年度
５月 ５月 令和８年度
６月 ６月 令和９年度
７月 ７月 令和10年度
８月 ８月 令和11年度
９月 ９月 計
10月 10月
11月 11月
12月 12月
１月 １月
２月 ２月
３月 ３月
計 計

公用車賃貸借料金額表

車種：トラックタイプ


